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調査目的 
現行の建築基準法における、 

防火及び避難に関する基準の整備に資する 

 
基準整備に必要な部材・材料等の防耐火性能に関する 

新たな知見を実験・調査によって収集 

 
 

避難安全・延焼防止・出火防止等について 
技術基準・性能評価法に必要な基礎資料の作成 
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調査内容・体制 

調査内容 
（イ）アルミ製間仕切り壁の避難上の耐火性能 
（ロ）外壁スパンドレルを越えた上階延焼 
（ハ）建築材料として用いる木材等の耐火性・非着火性 
（二）火気設備からの出火防止 
（ホ）ポリマーセメントモルタルにより断面補修したＲＣ造部材の

防耐火性能 

体制 
調査内容ごとにWGを設置 
ポリマーセメントモルタル検討委員会を設置 
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（イ）アルミ製間仕切り壁の避難上の耐火性能
の実験的検討 

【対象】防火区画壁以外のアルミ製間仕切り壁 

【目的】前年度提案した性能評価法により、避難上必要と
なる耐火時間の実測 

【実施内容】 アルミ製間仕切り壁の耐火試験 
    （および課題16と避難安全検証等への展開を検討） 

【成果】アルミ製間仕切り壁の避難上の耐火時間の実測
データを得た。 
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◆試験体：幅2.5m×高さ2.7m 
◆計測項目： 
・裏面の温度と放射熱、面外方向変位 
・裏面の状態を観察、亀裂や煙の発
生等の変化が起きた時間を記録。 

◆加熱位置：熱的に最も弱いと予想さ
れる部位（目地など）を中心。 

簡易間仕切り壁等の耐火試験方法（案） 

◆加熱方法： 
・幅100cm×奥行き50cmのバーナー 
・αt2火源。最大発熱速度は750kW程
度（火炎先端高さ＝試験体高さ）。最
大発熱速度に達した時点で、その発
熱速度を維持。 

◆加熱時間：20分間（一般的な建物の
階避難時間を想定） 
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※1パネル部の評価時間  
※2エッジ部を含む評価時間  
※3既報1)で装置不具合のため中止したものを再実験した。  
「－」は該当なしを示す。 

平成22年度までの実験結果 
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アルミ製フレーム：
面材の外側 
芯材：ペーパーコア
（不燃処理なし） 

アルミ製フレーム：
面材（目地）の内側 
芯材：ペーパーコア
（不燃処理あり） 

アルミ間仕切り壁の耐火試験結果 

火炎貫通：3分45秒 
裏面200℃：3分22秒 
裏面160℃：4分08秒 

火炎貫通：3分24秒 
裏面200℃：4分26秒 
裏面160℃：4分24秒 
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（ロ）外壁スパンドレルを越えた上階延焼に関
する実験的検討 

【対象】外壁スパンドレル 

【目的】外壁スパンドレル部分の受熱量等の実測データの収
集、および延焼防止の性能検証手法の原案の提案 

【実施内容】火源規模・開口高さ・袖壁・庇・通気層などを実験
因子とした大規模ファサード試験 

【成果】実測データを整理し、延焼防止の性能検証手法の原
案を提案した。 
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ファサード正面と開口 

大規模ファサード試験装置
正面の形状・寸法 

大規模ファサード試験装置 

ファサード背面と 
燃焼チャンバー 



10 

開口高さ（H）＝1m 

大規模ファサード試験の実施概要 

H=0.5m 

H=1.1m、通気層0.4m H＝1.1m、庇1m 

【試験条件】 
燃料：都市ガス（4水準） 、ﾒﾀﾉｰﾙ、 
    ﾍﾌﾟﾀﾝ 
開口高さ： 0.2m～1.1m 
庇： 0.25m～1.5m 
袖壁： 0.25m～1.5m 
通気層幅： 0.2m～1.2m 

写真：都市ガス（2.8MW）の試験例 

H=1.1m、袖壁0.5m 
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延焼防止の性能検証手法案(庇なし） 

n=3.57 

n=4.04 

n=6.78 

Zcri＜Zs 

Qcri 
Tcri 

Tｆｒ 

T0 

n≧6.78の時 
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延焼防止の性能検証手法案(庇あり） 

Lf←建築物の総合防火設計法 

実験結果≒計算結果 

（１）噴出火炎高さ 

計算：  
・火炎の放射 
・熱気流の放射・対流 

（２）壁面への入射熱流束 

発熱量＝2.8MW、庇長さ＝0.75、1.5mの場合 庇長さ＝0.75m 庇長さ＝1.5m 
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（ハ）建築材料として用いる木材等の耐火性・
非着火性に関する実験的検討 

【対象】木質系材料を使用した外壁 

【目的】水平方向の火炎伝播性に関する実測データを収集、
延焼加害性・受害性の性能検証に係る提案 

【実施内容】 外壁と軒裏で構成される試験体に対して、外
部放射の有無を実験因子とした火災試験 

【成果】水平方向の延焼加害性・受害性の可能性について
実測データをもとに整理した。 
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実験検討における建物間延焼のイメージ 

建物1 建物3 

① 

② 

③ 

建物2 

②’ 

隣棟建物 

延焼する？ 

建物の配置図 
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実験状況 

試験体全景 軒下の火炎伝播（外部放射なし） 

短壁への延焼（外部放射あり） 外部放射源（受熱強度5.26kW/m2） 

短壁 長壁 

着火源 
設置位置 

短壁 長壁 

短壁 
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実験結果から考えられる延焼加害性・受害性 

建物1 建物3 

① 

② 

③ 

建物2 

②’ 

建物4 
建物2の①壁に着火した場合 
 
建物1からの外部放射により、 
建物②・②’壁への延焼の危険
性あり 

外部放射 

建物4が延焼していない場合 
 

建物2の③壁への延焼の危険
性は少ない 
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（二）火気設備からの出火防止に関する実験
的検討 

【対象】火気設備（ストーブなど） 

【目的】火気設備からの出火防止性能を確認する試験法
の原案の作成に係る提案 

【検討内容】 代表的な火気設備から周壁等への受熱温
度の実測、および評価方法の検討 

【成果】火気設備からの離隔距離を定めるための性能評
価法の原案を提案した。 
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昨年度までの検討結果 

温度測定板の検証実験状況 

既往の評価法・規基準を調査 
許容最高温度（加熱表面）：100℃ 
温度判定値：周囲温度からの上昇量65℃ 

JIS C 9335-1に基づいた温度測定板の適用性検討 
室温からの温度上昇量の測定結果が65℃以下であれば加熱面
温度が100℃以下になることを確認 
JISに基づく温度上昇板で出火危険性の判断が可能 
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代表的な火気設備による受熱温度の実測データ収集 

パネル 
1 

パネル 
2 

パネル 
3 

パネル 
4 

パネル1 

パネル2 
パネル3 

パネル4 

ディスク熱電対設置部分 
(測温版) 

温度測定用の周壁 

取扱説明書に記載されている 
離隔距離での温度上昇測定結果 

No. 壁(℃) 天井(℃) 

3 27.8 － 

7 27.5 18.7 

8 38.6 33.5 

9 12.4 9.0 

12 17.2 35.4 

5 22.8(背面) － 

薪ストーブによる実験状況（No.7） 石油ストーブによる実験状況（No.12） 
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火気設備からの出火防止のための離隔距離評価法案 

1.総則 

2.試験体 
 ・火気設備は実際のものと同一とする。 

3.温度測定 
 ・火気設備からの加熱の程度を評価するために、壁および天井

に設置した温度測定板により温度を測定する。 

4.試験条件 
 ・定常温度状態になった時の温度上昇を測定。 
 ・加熱速度が一定でないものは加熱の周期が一定となった時の

温度上昇を測定。 

5.判定 
 ・離隔距離は、温度測定板による温度上昇の測定結果が平均で

65℃以下となる距離とする。 
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（イ）から（ニ）のまとめ            （1/2） 

（イ）アルミ製間仕切り壁の避難上の耐火性能 
 ・市販のアルミ製間仕切り壁に対して、昨年度提案した試験法に準じた

耐火試験を実施して実測データを収集した。 
 ・避難安全における簡易間仕切り壁の展開について課題16と考え方を

整理した。 

（ロ）外壁スパンドレルを越えた上階延焼 
 ・開口形状、火災規模・種類、庇、袖壁、通気層などを実験因子として噴

出火炎性状に関する実測データを得た。 
 ・上階延焼防止の性能検証手法の原案に係る提案を行った。 

 現行の建築基準法における、防火及び避難に関する基準
の整備に資することを目的として、以下の検討成果を得た。 
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（イ）から（ニ）のまとめ            （2/2） 

（ハ）建築材料として用いる木材等の耐火性・非着火性 
 ・延焼加害性・受害性の検討に必要なデータを実験によって蓄積した。 
 ・隣棟建物への延焼拡大の危険性を実験結果をもとに検討した。 

（ニ）火気設備からの出火防止 
 ・昨年度までの成果から評価温度・温度測定方法などを決定し、その妥当

性を代表的な火気設備を用いた実験によって検証した。 
 ・火気設備からの離隔距離を定めるための性能評価法の原案を提案した。 
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（ホ）ポリマーセメントモルタルにより断面補修した 
ＲＣ造部材の防耐火性能に関する実験的検討 

【対象】断面補修した柱・壁・床 

【目的】ポリマーセメントモルタル補修部材の耐火性能に
関する性能検証方法の構築に資する基本データ
の収集 

【実施内容】性能項目、実施方法など全体計画の立案 
       および試験体の製作 

【成果】全体計画を立案し、試験体を製作した。 
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性能項目と実施方法 

性能項目 
火災時にポリマーセメントモルタル（PCM）が爆裂しない。 
火災時にPCMが脱落しない。 

   ※許容される爆裂・脱落の程度については今後の検討課題 

実施方法 
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素材レベルによる爆裂簡易評価法 

• 試験方法：800℃に調整した電気炉内に常温の試験体を入れ、20分
間炉内に静置し、20分後に取り出して目視により損傷状況等を確認。 

• 試験体：φ5cm×10cmの円柱を推奨。 

試験状況 試験後の供試体 

今後の課題：部材の耐火試験結果との関連性についての比較・検討  
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部材レベルによるスラブ上裏へのPCM補修試験施工 
• 目的：実大スラブ耐火試験体の製作に先立ち、スラブ上裏に対するポリ

マーセメントモルタルによる断面補修の施工性を検証すること。 

• 実験因子：メッシュの線材間隔（25、50mm）、施工厚さ（10、20mm）など 

結果：上裏面に対する施工性を検証・確認し、試験体製作に必要なデータを得た。   
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部材レベルによる耐火性能の検討－試験体製作 

柱：２体 
（□50×330cm） 

小型壁：２体 
（□110×t12cm） 

床：６体 
（L430×W200×t15cm） 
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（ホ）のまとめ                  

（ホ）ポリマーセメントモルタルにより断面補修したＲＣ造部材 
   の防耐火性能 
 ・爆裂簡易評価法について検討した。 

 ・スラブ上裏へのポリマーセメントモルタルに補修試験施工によって施工  
性を確認した。 

 ・断面補修した部材の耐火性能を確認するため、柱・壁・床の各試験体
を製作した。 

 現行の建築基準法における、防火及び避難に関する基準
の整備に資することを目的として、以下の検討成果を得た。 
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